【令和３年度障害児・者福祉サービス事業者集団指導資料】


８　よくある問合せ③（就労関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）施設外就労について
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[bookmark: _GoBack]（２）就労継続支援A型計画について
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（３）経営改善計画書について
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サービス

大項目 指定基準に関すること

小項目

経営改善計画書について

考え方の方針

根拠法令

就労継続支援Ａ型

項　目

（１）経営改善計画書の作成について

指定基準第192 条第2項を満たさない（利用者に支払う賃金等の総額が生産活動による

収入から必要経費を控除した金額を上回っている）場合は、令和３年３月30 日付け障

障発0330 第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知「就労移行

支援事業、就労継続支援（A型、B型）における留意事項について」の別紙様式２－

１、２－２の「経営改善計画書」を作成し、提出してください。原則１年間は経営改

善のための猶予期間とします。

※必要に応じて社会福祉法人会計基準又は就労支援事業会計基準に基づく会計書類等

を提出いただく場合もあります。

なお、経営改善計画書は、必ず事業所のホームページ上で公表してください。



（２）経営改善計画書の更なる作成について

経営改善計画書を作成した場合には、計画始期から１年経過した後に、その実行状況

と改善状況を確認いたします。計画終期において、指定基準を満たさない場合であっ

ても、今後収益改善の見込みがある、生産活動に係る事業の収入額が利用者に支払う

賃金総額以上である、計画に基づく改善が具体的に実施されており経営改善の見込み

があると認められた場合には、更に１年間（２年目）の経営改善計画書を作成させる

ことを認めます。なお、収益改善のために利用者の退所や賃金の引き下げ等を不当に

行っている場合は、就労継続支援Ａ型の趣旨に反することから、収益改善があったも

のと認められません。

また、３年目以降についても、条件付で認めています。



（３）指定の取り消し又は停止について

以下に該当する場合は指定の取り消し又は停止となる場合があります。

　・経営改善の見込みがない

　・計画の結果指定基準を満たさない

　・経営改善計画書の提出を求めたにもかかわらず経営改善計画書を作成しない

　・経営改善計画書の内容に虚偽がある



令和３年３月30 日付け障障発0330 第２号厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部障害福祉課長通知「就労移行支援事業、就労継続支援（A型、B

型）における留意事項について」
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サービス

大項目 指定基準に関すること

小項目 施設外就労について

根拠法令

就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型

項　目

令和３年３月30 日付け障障発0330 第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福

祉課長通知「就労移行支援事業、就労継続支援（A型、B型）における留意事項について」

施設外就労は、運営規程、支援計画、人員など多岐にわたり詳細な要件が設けられていま

す。

令和３年３月30 日付け障障発0330 第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福

祉課長通知「就労移行支援事業、就労継続支援（A型、B型）における留意事項について」

（以下、通知）の要件を改めて確認いただき、不備のないよう実施してください。なお、

主な要件は下記のとおりです。詳細については必ず通知をご確認ください。

【主な要件】

（１）施設外就労の総数については定員を超えないこと。なお、施設外就労により就労し

ている者と同数の者を主たる事業所の利用者として新たに受入れることが可能。

（２）施設外就労を基本とする形態で事業を行う場合であっても、本体施設には管理者及

びサービス管理責任者の配置が必要であること。

（３）当該施設外就労を行う日の利用者数に対して報酬算定上必要とされる人数（常勤換

算による）の職員を配置するとともに、事業所については、施設外就労を行う者を除いた

前年度の平均利用者に対して報酬算定上必要とされる人数（常勤換算による）の職員の配

置をすること。

サービス管理責任者については、施設外就労を行う者を含めた前年度の平均利用者に対し

て配置すること。

（４）施設外就労の提供が、当該施設の運営規程に位置付けられていること。

（５）施設外就労を含めた個別支援計画が事前に作成され、就労能力や工賃（賃金）の向

上及び一般就労への移行に資すると認められること。

（６）施設外就労により就労している利用者については、訓練目標に対する達成度の評価

等を行うこと。また、訓練目標に対する達成度の評価等を行った結果、必要と認められる

場合には、施設外就労の目標その他個別支援計画の見直しを行うこと。

（７）緊急時の対応ができること。

（８）施設外就労により実施する作業内容について、発注元の事業所と請負契約を締結し

ていること。

※（３）の人員配置についての補足

施設外就労を実施する日の、施設外就労先と事業所内の人員配置については日毎に満たす

必要があります。

なお、施設外就労の随行員としての勤務時間は、指定基準上の人数には算定できますが、

施設外就労を実施する日の事業所内の人数に算入することはできません。



考え方の方針


image2.emf
サービス

大項目 指定基準に関すること

小項目

就労継続支援Ａ型計画について

考え方の方針

根拠法令

就労継続支援Ａ型

項　目

就労継続支援Ａ型計画（個別支援計画）は、原則として令和３年３月30 日付け障障発

0330 第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知「就労移行支援

事業、就労継続支援（A型、B型）における留意事項について」（以下、通知）の別紙

様式１を使用してください。

また、就労継続支援Ａ型計画の記載内容が、一人一人の利用者の希望を踏まえず、画

一的なものとなっている場合や、記載内容に虚偽がある場合等には、指定基準第191条

第3項の趣旨に違反していることから、指定の取り消しや停止となる場合があります。

それぞれの利用者の状況を踏まえて、適切な計画の作成に努めてください。



令和３年３月30 日付け障障発0330 第２号厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部障害福祉課長通知「就労移行支援事業、就労継続支援（A型、B

型）における留意事項について」


